
〇令和４年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用した事業の実施状況

（円）

事業の概要

①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③事業の対象（交付対象者、対象施設等）

交付金充当
経費（Ｂ）

国庫補助額
（Ｃ）

その他（一般
財源や補助対
象外経費等）
（Ｄ）

1 人材確保支援事業

①オンライン採用活動に係る経費に対し補助金を交付
し、市内中小企業者の人材確保を支援するとともに、学
生やUIJターン希望者等の市内就職の促進を図る。
②人材確保事業支援補助金及び機器導入に係る説明
会開催に係る経費
③市内中小企業者

2,921,000 2,500,000 0 421,000 R4.5.1 R5.3.31

市内中小企業者に、オンラインによる採用活動に係る経費等を支
援する補助金を交付した。
　　交付件数　29件
　　交付金額　6,924千円

2
3

原油価格等高騰緊
急経済対策事業

①原油価格等高騰の影響を受ける市内事業者を支援す
るため、光熱費及び燃料購入費の高騰による増額分を
補助金として交付する。
②補助金交付に係る委託料
③市内事業者（農業法人・個人農家を含む中小企業
者、集落営農組織、医療・福祉サービス事業所）

105,033,962 80,000,000 0 25,033,962 R4.5.1 R5.3.31

市内事業者（農業法人・個人農家を含む中小企業者、集落営
農組織、医療・福祉サービス事業所）に、光熱費及び燃料購入
費の前年度比差額を、対象1年間のうち3か月に対し、補助金とし
て交付した。
　【補助金額】
　・中小企業者(法人)　226者　  64,599,000円
　・個人事業主　　 　 125者　  12,129,000円
　・農業者　　　　　　32者　    5,348,000円
　・医療福祉事業者　    49者 　   9,646,000円

4 商店街ポイントシー
ル事業

①新型コロナウイルス感染症の影響を受けた地域商業の
活性化を図るため、市内の商店街等が取り組むポイント
シール事業に対して補助金を交付する。
②商店街等へのポイントシール事業補助金及び事務費
③商店街等→市民

43,198,614 10,000,000 0 33,198,614 R4.5.1 R5.3.31

社商店連合会、加東市カード会、Bio専門店会、天神商店連盟
が実施したポイントシール事業に補助金を交付し、地域産業の活
性化に寄与した。
　　　　　　　（補助金）　（配布及び引換期間）
社商店連合会  12,000千円 R4.9.6～R4.10.31
加東市カード会 12,000千円 R4.7.21～R4.8.31
Bio専門店会    10,806千円 R4.9.11～R4.10.31
天神商店連盟    7,692千円 R4.7.20～R4.9.11

総事業費
（Ａ） 取組状況及び効果事業開始

年月日
事業完了
年月日

交付決定額（円）
433,951,000

交付金充当額（円）
433,951,000

不用額（円）

実施
計画
Ｎｏ

事業名
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5 新しい観光推進事
業

①新しい周遊手段としてシェアサイクル及び電動キックボー
ドの貸出サービスを提供するとともに、ARや観光用アプリ
等のデジタル技術を活用し周遊を促す新しい観光コンテン
ツの拡充や、これらを取り入れた新しい観光ガイドマップ・
ブックの作成により、新たな観光客を呼び込む。
②観光協会への委託料・管理運営に係る補助金、電動
キックボード・シェアサイクル用電動アシスト自転車等購入・
管理運営に係る費用
③加東市観光協会→観光客

53,238,603 35,000,000 0 18,238,603 R4.5.1 R5.3.31

新型コロナウイルス感染拡大の心配が少ないオープンエアーで少人
数中心の観光を推進するため、新しい周遊手段の導入、AR等コ
ンテンツの充実、観光マップ等の作成を実施した。
　【事業内容】
　　シェアサイクル24台、電動キックボード6台の導入
　　るるぶ加東市、ARガイドマップ各3万部の発行
　　AR原画作成19点ほか
　観光客入込数　28,866人増（対令和3年度比）

6 営農継続支援事業

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う飲食店の
時短営業及び外出自粛などにより外食の機会が減ったこ
とで、日本酒や主食用米の消費量が落ち、作付抑制や
米価下落の影響を受けている山田錦等酒造好適米及び
主食用米の生産継続を支援する。
②酒造好適米・主食用米生産者への交付金
③酒造好適米・主食用米の生産者

67,135,595 60,000,000 0 7,135,595 R4.4.1 R5.3.31

日本酒や主食用米の消費量が落ち、作付抑制や米価下落の影
響を受けている山田錦等酒造好適米及び主食用米の生産者へ
交付金を交付することで、営農継続を支援した。
　　【交付実績】
　・酒造好適米　1,048件　50,287,700円
　・主食用米　　1,401件　16,542,175円

7
8

水道事業会計への
補助（水道料金の
減免）

①新型コロナウイルス感染症の影響が収束しない中、原
油価格等高騰の影響を受ける市民の生活及び事業者の
経済活動を支援するため、6か月間の水道料金減免を行
う。
②水道料金減免に係る水道事業会計への補助金
③市民・市内事業者

355,969,000 189,263,000 0 166,706,000 R4.7.1 R5.3.31

水道料金を6か月間減免し、コロナ禍で物価高騰の影響を受けて
いる市民生活や事業活動を支援した。
　水道料金減免額　358,699千円
　水道料金減免対象者
　　一般家庭・個人事業者　16,310件
　　上記以外の事業者　　　 2,564件

9 学校給食材料購入
事業

①原油価格・物価上昇により学校給食用食材費が高騰
する中、従来の質や量を確保するとともに、コロナ禍で物
価高騰等に直面する保護者に負担を生じさせないため、
高騰分を市が負担する。
②食材費のうち物価高騰による上昇分
③市立学校に通う小中学生がいる世帯

3,722,883 2,500,000 0 1,222,883 R4.4.1 R5.3.31

学校給食用食材の高騰分を保護者が負担する給食費に上乗せ
することなく、これまで通りの栄養摂取基準を維持しながら、安全
でおいしい給食を提供した。
　物価高騰による増額（1食あたり対前年度比）
　　牛乳　　　　  1円
　　パン　　　　 2.7円
　　副食材料費　  6円
　　※１食あたり10円程度増額
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10

小中学生がいる子
育て世帯の負担軽
減（給食費無償化
等）

①コロナ禍における原油価格・物価高騰の影響を受ける
子育て世帯の負担を軽減するため、3か月間の市立小・
中・義務教育学校の給食費を無償化する。市立以外の
小中学校等に通う小中学生がいる世帯及び就学援助等
対象者がいる世帯には、給食費に相当する支援金1万円
を支給する。
②市立学校の給食無償化に係る経費、その他支援金支
給に係る経費
③市内在住の小中学生がいる世帯

31,911,885 26,188,000 0 5,723,885 R4.11.1 R5.3.31

市立小・中・義務教育学校の給食費を3か月間無償化し、また市
立学校以外に通う世帯には給食費に相応する支援金1万円を支
給し、子育て世帯の負担を軽減した。
　【支援実績】
　給食費無償化　　2,252人　23,081,927円
　支援金交付　　　　887人 　8,650,000円

11

就学前児童がいる
子育て世帯の負担
軽減（給食費無償
化等）

①コロナ禍における原油価格・物価高騰の影響を受ける
子育て世帯の負担を軽減するため、市内の認定こども園・
認可保育所に通う3歳以上児の3か月間の給食費を無償
化する。副食費徴収免除対象者、市内園3歳未満児、
市外の園に通う園児、認可外保育施設等に通う園児、こ
ども園等に通園していない就学前児童がいる世帯には3か
月間の給食費に相当する支援金1万5千円を支給する。
②市内の認定こども園等に通う3歳以上児の給食費無
償化に係る経費、その他支援金支給に係る経費
③市内在住の就学前児童がいる世帯

34,124,433 28,000,000 0 6,124,433 R4.11.1 R5.3.31

市内の認定こども園等の給食費を3か月間無償化し、また市内の
未就園児を養育する世帯に3か月間の給食費相当額の支援金を
支給することで、物価高騰の影響を受けている子育て世帯の負担
を軽減した。
　【支援実績】
　給食費無償化　　726人　　10,009,394円
　支援金交付　　1,593人　　23,895,000円

12
確定申告相談時等
における受付管理シ
ステムの導入

①コロナ禍における確定申告相談等において、混雑状況
の可視化、WEB予約、呼出ができる受付管理システムを
導入することで、窓口での待ち時間を短縮し、３密を回避
するとともに、DX推進による業務の効率化及び行政サービ
ス向上を図る。
②システム導入及び利用に係る経費
③加東市役所

793,540 500,000 0 293,540 R4.11.1 R5.3.31

コロナ禍における確定申告相談において、受付管理システムを導入
し、混雑状況を可視化し、呼出機能を活用することで、会場での
３密を回避することができた。
　受付管理システムによる受付件数　2,488件

698,049,515 433,951,000 0 264,098,515合計


